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令和 6 年 4 月 1 日現在 

指定通所介護 

南東北日和田デイサービスセンター重要事項説明書 

 

 

 

 

当事業所は利用者に対して指定通所介護サービスを提供します。事業所の概要や提供

されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明します。 

 

※当サービスの利用は、原則として要介護認定の結果「要介護」と認定された方

が対象となります。要介護認定をまだ受けていない方でもサービスの利用は可

能です。 
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１．事業者 

（１）法人名        社会福祉法人 南東北福祉事業団 

（２）法人所在地     福島県郡山市日和田町梅沢字丹波山３－２ 

（３）電話番号       ０２４－９６８－１０１０ 

（４）代表者氏名     理事長  渡邉 貞義 

（５）設立年月       平成 9 年 10 月 7 日 

２．事業所の概要 

（１）事業所の種類   

指定通所介護事業所・平成 12 年 4 月 1 日指定 福島県 0770300960 号 

    ※当事業所は特別養護老人ホーム南東北ロイヤルライフ館に併設されています。 

（２）事業所の目的    要介護状態にある高齢者等に対し、適正な指定通所介護事業

を提供すること。 

（３）事業所の名称    南東北日和田デイサービスセンター 

（４）事業所の所在地    福島県郡山市日和田町梅沢字丹波山３－２ 

（５）電 話 番 号    ０２４－９６８－１０１０ 

（６）管 理 者 名    佐久間 文彦 

（７）当事業所の運営方針 

    １ 指定通所介護の実施に当たっては、通所介護計画基づき、利用者の特性を

踏まえて、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよ

う、食事や入浴の介護機能訓練等を配慮した事業を行います。 

２ 事業所の従業者は、指定通所介護の実施に当たっては、懇切丁寧を旨とし、

利用者またはその家族に対し、介護の観点から必要とされる事項について、

理解しやすいように指導または説明を行います。 

３ 常に、利用者の病状及び心身の状況並びに日常生活及びそのおかれている

環境の的確な把握に努め、利用者に対し適切なサービスを提供します。特

に、認知症老人に対しては、必要に応じ、その特性に対応したサービスが

提供できる体制を整えます。 

４ それぞれの利用者について、通所介護計画に従ったサービスの実施状況及

びその評価をケース記録等に記録します。 

 

（８）開 設 年 月      平成 11 年 4 月 1 日 

（９）利 用 定 員     単位数は２単位とし、各単位 45 名、15 名（合計 60 名）

とします。【通所型サービスを含む】 

（１０）第三者評価の実施状況  無 
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３．事業実施地域及び営業時間 

（１）通常の事業の実施地域 郡山市（湖南町を除く）・本宮市・三春町 

（２）営業日及び営業時間 

 

営業日 日曜日及び年末年始（12/31～1/3）を除く全日 

受付時間 月～土     ８：３０～１７：００  

サービス提供時間 月～土    １０：００～１５：０５ 

 

４．職員の配置状況 

 当事業所では、利用者に対して指定通所介護サービスを提供する職員として、以下の

職種の職員を配置しています。 

<主な職員の配置状況> ※職員の配置については、指定基準を遵守しています。〉 

 

<主な職種の勤務体制> 

職種 勤 務 体 制 

1.介護職員 

2.看護職員 

3.機能訓練指導員 

（看護職員が担当） 

４.生活相談員 

勤務時間：８：０５～１６：３５ 

     ８：３０～１７：００ 

     ９：００～１７：３０ 

     ９：３０～１８：００ 

  

職種 配置職員数  指定基準 

１．管理者 １名（兼務） 1 名 

２．生活相談員 

利用者の日常生活上の相談に応じ、適宜生活支援を行

います。 

１名以上 1 名 

３．介護職員 

利用者の日常生活上の介護並びに健康保持のための

相談・助言等を行います。 

45 名に対し 

7 名以上 

7 名 

15 名に対し 

1 名以上 

1 名 

４．看護職員 

主に利用者の健康管理や療養上の世話を行いますが、

日常生活上の介護、介助等も行います。 

１名以上 1 名 

５．機能訓練指導員 

利用者が日常生活を営むのに必要な機能を改善し、ま

たはその減退を防止するための訓練を行います。 

１名以上 1 名 
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５．当事業所が提供するサービスと利用料金 

 当事業所では、利用者に対して以下のサービスを提供します。 

当事業所が提供するサービスについて、 

（１）利用料金が介護保険から給付される場合 

（２）利用料金の全額を利用者に負担いただく場合 

があります。 

 

（１）当事業所が提供する基準介護サービス（契約書第 4 条参照）＊ 

   以下のサービスについては、食費を除き介護保険法による介護報酬告示上の額の

利用者負担割合に応じて 9 割又は 8 割、7 割が介護保険から給付されます。 

<サービスの概要>   

①食事 

・当事業所では、管理栄養士の立てる献立表により、栄養並びに利用者の身体状況

及び嗜好を考慮した食事を提供します。 

・利用者の自立支援のため離床して食堂にて食事をとっていただくことを原則とし

ています。 

（食事時間）１２：００～１３：００ 

 ②入浴 

・入浴又は清拭を行います。 

③排泄  

・利用者の排泄の介助を行います。  

 ④機能訓練 

・機能訓練指導員により、利用者の心身等の状況に応じて、日常生活を送るのに必

要な機能の回復又はその減退を防止するための訓練を実施します。 

⑤送迎サービス 

   ・ご自宅と事業所間の送迎サービスを行います。 

 

<サービス利用料金（１日あたり、１割負担の場合）>（契約書第 6 条、７条参照） 

 ・下記の料金表によって、利用者の要介護度に応じたサービス利用料金から介護保険

給付費額を除いた金額（自己負担額）をお支払い下さい。（上記サービスの利用料

金は、利用者の要介護度に応じて異なります。） 

 ・連帯保証人は、本契約から生じる利用者の債務を負担するものとし、極度額 

  210,000 円 を限度とします。 
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＜サービス利用料金（１日あたり、1 割負担の場合）＞ 

要介護度 

１．利用者の要介護度と

サービス利用料金 

２．うち、介護保

険から給付される

金額 

３．サービス利用に係る

自己負担額（１－２） 

介護度１ ５，２５０円 ４，７２５円 ５２５円 

介護度２ ６，２００円 ５，５８０円 ６２０円 

介護度３ ７，１５０円 ６，４３５円 ７１５円 

介護度４ ８，１２０円 ７，３０８円 ８１２円 

介護度５ ９，０７０円 ８，１６３円 ９０７円 

 

＜各種加算料金（１割負担の場合）＞ 

サービス提供体制

強化加算（Ⅰ） 

１．利用者の加

算料金 

２．うち、介護保険か

ら給付される金額 

３．加算に係わる自己負担額

（１－２） 

要介護１～５ ２２０円 １９８円 ２２円／１回 

科学的介護推進体

制加算 

１．利用者の加

算料金 

２．うち、介護保険か

ら給付される金額 

３．加算に係わる自己負担額 

（１－２） 

要介護１～５ ４００円 ３６０円 ４０円／月 

 

※下記の加算に関しましては、居宅サービス計画書に位置づけが必要です。 

 

 

１．利用者

の加算料金 

２．うち、介

護保険から

給付される

金額 

３．加算に係わる

自己負担額 

（１－２） 

 

内容 

入浴介助加算

（Ⅰ） 
４００円 ３６０円 ４０円／１回 

①適切な人員及び設備で入浴介助を

行うこと 

②入浴介助に関わる職員に対し 

入浴介助に関する研修等を行う 

入浴介助加算

（Ⅱ） 
５５０円 ４９５円 ５５円／1 回 

（Ⅰ）の要件に加えて、以下の要件を

満たしている場合 

①医師等が居宅を訪問し、浴室におけ

る動作及び浴室の環境を評価してい

る 

②医師等に代わり介護職員が訪問し、

医師等の指示のもと情報通信機器等

を活用して状態把握を行い、医師等が

評価・助言する 

③機能訓練指導員等が共同して、身体

の状況や訪問により把握した当該居

宅の浴室の環境等を踏まえた個別の

入浴計画を作成する 

④入浴計画に基づき、個浴その他の利

用者の居宅の状況に近い環境にて入
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浴介助を行う 

中重度者ケア

体制加算 
４５０円 ４０５円 ４５円／１回 

①規定する員数に加え、看護職員又は

介護職員を常勤換算方法で２以上確

保している 

②利用者の総数のうち、要介護３以上

であるものが 30％以上である 

③看護職員を 1 名以上配置している 

個別機能訓練

加算（Ⅰ）イ 
５６０円 ５０４円 ５６円／１回 

①専従 1 名以上の配置（配置時間の定

めなし） 

②複数種類の機能訓練の項目を準備

し、心身の状況に応じた機能訓練を適

切に行っている 

③機能訓練指導員、その他の職種の者

と共同して個別機能訓練計画書を作

成し実施している 

④3月ごとに1回以上居宅を訪問した

上で機能訓練内容と進捗状況を説明、

見直し等を行っている 

個別機能訓練

加算（Ⅰ）ロ 
７６０円 ６８４円 ７６円／1 回 

（Ⅰ）イの要件に加えて、専従 1 名以

上の配置（配置時間定めなし） 

個別機能訓練

加算（Ⅱ） 
２００円 １８０円 ２０円／月 

（Ⅰ）の要件に加えて、個別機能訓練

計画等の内容を厚生労働省に提出し、

フィードバックを受けている 

若年性認知症

利用者受入加

算 

６００円 ５４０円 ６０円／１回 

若年性認知症利用者を受け入れ、個別

に担当者を定めてサービスを提供し

た場合 

口腔機能向上

加算（Ⅰ） 
１，５００円 １，３５０円 

１５０円／１回（月

2 回まで） 

①歯科衛生士又は看護職員を 1 名以

上配置 

②口腔機能を利用開始時に把握し、他

職種が共同して口腔機能改善管理指

導計画を作成する 

③口腔機能改善管理指導計画に従い

口腔機能向上サービスを行っている

とともに、定期的に口腔機能を記録し

ている 

④口腔機能改善管理指導計画の進捗

状況を定期的に評価する 

⑤厚生労働大臣の定める基準に適合

している指定通所介護事業所である 

口腔機能向上

加算（Ⅱ） 
１，６００円 １，４４０円 

１６０円／１回（月

２回まで） 

（Ⅰ）の要件に加えて、口腔機能改善

管理指導計画等の情報を厚生労働省

に提出し、口腔衛生の管理の適切かつ

有効な実施のために必要な情報を活

用している 

栄養改善加算 ２，０００円 １，８００円 
２００円／１回（月

２回まで） 

①当該事業所の職員として、または外

部との連携により管理栄養士を 1 名
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以上配置している 

②利用者の栄養状況を利用開始時に

把握し、管理栄養士等が共同して栄養

状況や嚥下状況に配慮した栄養ケア

計画を作成している 

③利用者の居宅訪問などを行い、栄養

状態を定期的に記録していること 

④栄養ケア計画の進捗状況を定期的

に評価している 

※3月以内の期間に限り月2回を限度

として算定可 

口腔・栄養スク

リーニング加

算（Ⅰ） 

２００円 １８０円 
２０円／６月に１

回が限度 

利用開始時及び 6 月ごとに利用者の

口腔の健康状態及び栄養状態につい

て確認を行い、当該情報を介護支援専

門員に提供している 

口腔・栄養スク

リーニング加

算（Ⅱ） 

５０円 ４５円 
５円／６月に１回

が限度 

利用者が栄養改善加算や口腔機能向

上加算を算定している場合に、口腔の

健康状態と栄養状態のいずれかの確

認を行い、当該情報を介護支援専門員

に提供している 

ADL 維持等加

算（Ⅰ） 
３００円 ２７０円 ３０円／月 

①評価対象利用期間が 6 月を超える

利用者が 10 人以上 

②利用者全員について、ADL を測定

し、月ごとに厚生労働省へ提出 

③評価対象利用者の ADL 利得を平均

して得た値が、1 以上である 

ADL 維持等加

算（Ⅱ） 
６００円 ５４０円 ６０円／月 

(Ⅰ)の①②を満たし、③で得た値が 3

以上である 

※(Ⅰ)との併算不可  

認知症加算 ６００円 ５４０円 ６０円／1 回 

以下の要件を満たしている場合 

①規定する員数に加え、看護職員又は

介護職員を常勤換算方法で２以上確

保している 

②前年度の利用者の総数のうち介護

を必要とする認知症の割合が 15％以

上である 

③サービス提供時間帯を通じて認知

症介護の指導に係る専門的な研修、実

践的な研修等を修了した者を 1 名以

上配置 

④従事者に対する認知症ケアに関す

る事例の検討や技術的指導に係る会

議を定期的に開催していること 
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＜送迎減算（１割負担の場合）＞ 

 減算額 

家族送迎等で事業所が送迎を実施しない場合 

※利用毎に家族送迎を行なう方のみ対象 
－４７円／片道 

同一建物内 －９４円／日 

注 1）令和６年 6 月より、1 回ごとの利用料金に９．２％の介護職員等処遇改善加算Ⅰ

が加わります。 

 

＜サービス利用料金（１日あたり、２割負担の場合）＞ 

要介護度 

１．利用者の要介護度と

サービス利用料金 

２．うち、介護保

険から給付される

金額 

３．サービス利用に係る自

己負担額（１－２） 

介護度１ ５，２５０円 ４，２００円 １，０５０円 

介護度２ ６，２００円 ４，９６０円 １，２４０円 

介護度３ ７，１５０円 ５，７２０円 １，４３０円 

介護度４ ８，１２０円 ６，４９６円 １，６２４円 

介護度５ ９，０７０円 ７，２５６円 １，８１４円 

＜各種加算料金（２割負担の場合）＞  

サービス提供体制強

化加算（Ⅰ） 

１．利用者の加

算料金 

２．うち、介護保険か

ら給付される金額 

３．加算に係わる自己負担額

（１－２） 

要介護１～５ ２２０円 １７６円 ４４円／１回 

科学的介護推進体制

加算 

１．利用者の加

算料金 

２．うち、介護保険か

ら給付される金額 

３．加算に係わる自己負担額 

（１－２） 

要介護１～５ ４００円 ３２０円 ８０円／月 

 

※下記の加算に関しましては、居宅サービス計画書に位置づけが必要です。 

 

 

１．利用者の

加算料金 

２．うち、介

護保険から

給付される

金額 

３．加算に係わ

る 自 己負 担 額

（１－２） 

 

内容 

入浴介助加算（Ⅰ） ４００円 ３２０円 ８０円／１回 

①適切な人員及び設備で入浴介助を

行うこと 

②入浴介助に関わる職員に対し入浴

介助に関する研修等を行う 

入浴介助加算（Ⅱ） ５５０円 ４４０円 １１０円／１回 

（Ⅰ）の要件に加えて、以下の要件

を満たしている場合 

①医師等が居宅を訪問し、浴室にお

ける動作及び浴室の環境を評価して

いる 

②医師等に代わり介護職員が訪問

し、医師等の指示のもと情報通信機
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器等を活用して状態把握を行い、医

師等が評価・助言する 

③機能訓練指導員等が共同して、身

体の状況や訪問により把握した当該

居宅の浴室の環境等を踏まえた個別

の入浴計画を作成する 

④入浴計画に基づき、個浴その他の

利用者の居宅の状況に近い環境にて

入浴介助を行う 

中重度者ケア体制

加算 
４５０円 ３６０円 ９０円／1 回 

①規定する員数に加え、看護職員又

は介護職員を常勤換算方法で２以上

確保している 

②利用者の総数のうち、要介護３以

上であるものが 30％以上である 

③看護職員を 1 名以上配置している 

個別機能訓練加算

（Ⅰ）イ 
５６０円 ４４８円 １１２円／１回 

①専従 1 名以上の配置（配置時間の

定めなし） 

②複数種類の機能訓練の項目を準備

し、心身の状況に応じた機能訓練を

適切に行っている 

③機能訓練指導員、その他の職種の

者と共同して個別機能訓練計画書を

作成し実施している 

④3 月ごとに 1 回以上居宅を訪問し

た上で機能訓練内容と進捗状況を説

明、見直し等を行っている 

個別機能訓練加算

（Ⅰ）ロ 
７６０円 ６０８円 １５２円／1 回 

（Ⅰ）イの要件に加えて、専従 1 名

以上の配置（配置時間定めなし） 

個別機能訓練加算

（Ⅱ） 
２００円 １６０円 ４０円／月 

（Ⅰ）の要件に加えて、個別機能訓

練計画等の内容を厚生労働省に提出

し、フィードバックを受けている 

若年性認知症利用

者受入加算 
６００円 ４８０円 １２０円／1 回 

若年性認知症利用者を受け入れ、個

別に担当者を定めてサービスを提供

した場合 

口腔機能向上加算

（Ⅰ） 
１，５００円 １，２００円 

３００円／１回

（月 2 回まで） 

①歯科衛生士又は看護職員を 1 名以

上配置 

②口腔機能を利用開始時に把握し、

他職種が共同して口腔機能改善管理

指導計画を作成する 

③口腔機能改善管理指導計画に従い

口腔機能向上サービスを行っている

とともに、定期的に口腔機能を記録

している 

④口腔機能改善管理指導計画の進捗

状況を定期的に評価する 
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⑤厚生労働大臣の定める基準に適合

している指定通所介護事業所である 

口腔機能向上加算

（Ⅱ） 
１，６００円 １２８０円 

３２０円／１回

（月 2 回まで） 

（Ⅰ）の要件に加えて、口腔機能改

善管理指導計画等の情報を厚生労働

省に提出し、口腔衛生の管理の適切

かつ有効な実施のために必要な情報

を活用している 

栄養改善加算 ２，０００円 １，６００円 
４００円／１回

（月 2 回まで） 

①当該事業所の職員として、または

外部との連携により管理栄養士を 1

名以上配置している 

②利用者の栄養状況を利用開始時に

把握し、管理栄養士等が共同して栄

養状況や嚥下状況に配慮した栄養ケ

ア計画を作成している 

③利用者の居宅訪問などを行い、栄

養状態を定期的に記録していること 

④栄養ケア計画の進捗状況を定期的

に評価している 

※3 月以内の期間に限り月 2 回を限

度として算定可 

口腔・栄養スクリー

ニング加算(Ⅰ) 
２００円 １６０円 

４０円／６月に

１回が限度 

利用開始時及び 6 月ごとに利用者の

口腔の健康状態及び栄養状態につい

て確認を行い、当該情報を介護支援

専門員に提供している 

口腔・栄養スクリー

ニング加算（Ⅱ） 
５０円 ４０円 

１０円／６月に

１回が限度 

利用者が栄養改善加算や口腔機能向

上加算を算定している場合に、口腔

の健康状態と栄養状態のいずれかの

確認を行い、当該情報を介護支援専

門員に提供している 

ADL 維持等加算

（Ⅰ） 
３００円 ２４０円 ６０円／月 

①評価対象利用期間が 6 月を超える

利用者が 10 人以上 

②利用者全員について、ADL を測定

し、月ごとに厚生労働省へ提出 

③評価対象利用者の ADL 利得を平

均して得た値が、1 以上である 

ADL 維持等加算

（Ⅱ） 
６００円 ４８０円 １２０円／月 

(Ⅰ)の①②を満たし、③で得た値が 3

以上である 

※(Ⅰ)との併算不可  

認知症加算 ６００円 ４８０円 １２０円／1 回 

以下の要件を満たしている場合 

①規定する員数に加え、看護職員又

は介護職員を常勤換算方法で２以上

確保している 

②前年度の利用者の総数のうち介護

を必要とする認知症の割合が 15％

以上である 

③サービス提供時間帯を通じて認知

症介護の指導に係る専門的な研修、

実践的な研修等を修了した者を 1 名
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以上配置 

④従事者に対する認知症ケアに関す

る事例の検討や技術的指導に係る会

議を定期的に開催していること 

 

＜送迎減算（２割負担の場合）＞ 

 減算額 

家族送迎等で事業所が送迎を実施しない場合 

※利用毎に家族送迎を行なう方のみ対象 
－９４円／片道 

同一建物内 －１８８円／日 

注 1）令和６年 6 月より、1 回ごとの利用料金に９．２％の介護職員等処遇改善加算Ⅰ

が加わります。 

 

＜サービス利用料金（１日あたり、3 割負担の場合）＞ 

要介護度 

１．利用者の要介護度と

サービス利用料金 

２．うち、介護保

険から給付される

金額 

３．サービス利用に係る自

己負担額（１－２） 

介護度１ ５，２５０円 ３，６７５円 １，５７５円 

介護度２ ６，２００円 ４，３４０円 １，８６０円 

介護度３ ７，１５０円 ５，００５円 ２，１４５円 

介護度４ ８，１２０円 ５，６８４円 ２，４３６円 

介護度５ ９，０７０円 ６，３４９円 ２，７２１円 

 

＜各種加算料金（3 割負担の場合）＞  

サービス提供体制強

化加算（Ⅰ） 

１．利用者の加

算料金 

２．うち、介護保険か

ら給付される金額 

３．加算に係わる自己負担額

（１－２） 

要介護１～５ ２２０円 １５４円 ６６円／１回 

科学的介護推進体制

加算 

１．利用者の加

算料金 

２．うち、介護保険か

ら給付される金額 

３．加算に係わる自己負担額

（１－２） 

要介護１～５ ４００円 ２８０円 １２０円／月 

 

※下記の加算に関しましては、居宅サービス計画書に位置づけが必要です。 

 

 

１．利用者の

加算料金 

２．うち、介

護保険から

給付される

金額 

３．加算に係わ

る 自 己負 担 額

（１－２） 

 

内容 

入浴介助加算(Ⅰ) ４００円 ２８０円 １２０円／１回 

①適切な人員及び設備で入浴介助

を行うこと 

②入浴介助に関わる職員に対し入

浴介助に関する研修等を行う 

入浴介助加算（Ⅱ） ５５０円 ３８５円 １６５円／1 回 （Ⅰ）の要件に加えて、以下の要件
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を満たしている場合 

①医師等が居宅を訪問し、浴室にお

ける動作及び浴室の環境を評価し

ている 

②医師等に代わり介護職員が訪問

し、医師等の指示のもと情報通信機

器等を活用して状態把握を行い、医

師等が評価・助言する 

③機能訓練指導員等が共同して、身

体の状況や訪問により把握した当

該居宅の浴室の環境等を踏まえた

個別の入浴計画を作成する 

④入浴計画に基づき、個浴その他の

利用者の居宅の状況に近い環境に

て入浴介助を行う 

中重度者ケア体制

加算 
４５０円 ３１５円 １３５円／１回 

①規定する員数に加え、看護職員又

は介護職員を常勤換算方法で２以

上確保している 

②利用者の総数のうち、要介護３以

上であるものが 30％以上である 

③看護職員を 1 名以上配置してい

る 

個別機能訓練加算

（Ⅰ）イ 
５６０円 ３９２円 １６８円／１回 

①専従 1 名以上の配置（配置時間

の定めなし） 

②複数種類の機能訓練の項目を準

備し、心身の状況に応じた機能訓練

を適切に行っている 

③機能訓練指導員、その他の職種の

者と共同して個別機能訓練計画書

を作成し実施している 

④3 月ごとに 1 回以上居宅を訪問

した上で機能訓練内容と進捗状況

を説明、見直し等を行っている 

個別機能訓練加算

（Ⅰ）ロ 
７６０円 ５３２円 ２２８円／１回 

（Ⅰ）イの要件に加えて、専従 1

名以上の配置（配置時間定めなし） 

個別機能訓練加算

（Ⅱ） 
２００円 １４０円 ６０円／月 

（Ⅰ）の要件に加えて、個別機能訓

練計画等の内容を厚生労働省に提

出し、フィードバックを受けている 

若年性認知症利用

者受入加算 
６００円 ４２０円 １８０円／１回 

若年性認知症利用者を受け入れ、個

別に担当者を定めてサービスを提

供した場合 

口腔機能向上加算

（Ⅰ） 
１，５００円 １，０５０円 

４５０円／１回

（月 2 回まで） 

①歯科衛生士又は看護職員を 1 名

以上配置 

②口腔機能を利用開始時に把握し、

他職種が共同して口腔機能改善管
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理指導計画を作成する 

③口腔機能改善管理指導計画に従

い口腔機能向上サービスを行って

いるとともに、定期的に口腔機能を

記録している 

④口腔機能改善管理指導計画の進

捗状況を定期的に評価する 

⑤厚生労働大臣の定める基準に適

合している指定通所介護事業所で

ある 

口腔機能向上加算

(Ⅱ) 
１，６００円 １，１２０円 

４８０円／１回

（月２回まで） 

（Ⅰ）の要件に加えて、口腔機能改

善管理指導計画等の情報を厚生労

働省に提出し、口腔衛生の管理の適

切かつ有効な実施のために必要な

情報を活用している 

栄養改善加算 ２，０００円 １，４００円 
６００円／１回

（月２回まで） 

①当該事業所の職員として、または

外部との連携により管理栄養士を

1 名以上配置している 

②利用者の栄養状況を利用開始時

に把握し、管理栄養士等が共同して

栄養状況や嚥下状況に配慮した栄

養ケア計画を作成している 

③利用者の居宅訪問などを行い、栄

養状態を定期的に記録しているこ

と 

④栄養ケア計画の進捗状況を定期

的に評価している 

※3 月以内の期間に限り月 2 回を

限度として算定可 

口腔・栄養スクリー

ニング加算（Ⅰ） 
２００円 １４０円 

６０円／６月に

１回が限度 

利用開始時及び 6 月ごとに利用者

の口腔の健康状態及び栄養状態に

ついて確認を行い、当該情報を介護

支援専門員に提供している 

口腔・栄養スクリー

ニング加算（Ⅱ） 
５０円 ３５円 

１５円／６月に

１回が限度 

利用者が栄養改善加算や口腔機能

向上加算を算定している場合に、口

腔の健康状態と栄養状態のいずれ

かの確認を行い、当該情報を介護支

援専門員に提供している 

ADL 維持等加算

（Ⅰ） 
３００円 ２１０円 ９０円／月 

①評価対象利用期間が 6 月を超え

る利用者が 10 人以上 

②利用者全員について、ADL を測

定し、月ごとに厚生労働省へ提出 

③評価対象利用者の ADL 利得を

平均して得た値が、1 以上である 

ADL 維持等加算

（Ⅱ） 
６００円 ４２０円 １８０円／月 

(Ⅰ)の①②を満たし、③で得た値が

3 以上である 

※(Ⅰ)との併算不可  
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認知症加算 ６００円 ４２０円 １８０円／１回 

以下の要件を満たしている場合 

①規定する員数に加え、看護職員又

は介護職員を常勤換算方法で２以

上確保している 

②前年度の利用者の総数のうち介

護を必要とする認知症の割合

15％以上である 

③サービス提供時間帯を通じて認

知症介護の指導に係る専門的な研

修、実践的な研修等を修了した者を

1 名以上配置 

④従事者に対する認知症ケアに関

する事例の検討や技術的指導に係

る会議を定期的に開催しているこ

と 

 

＜送迎減算（3 割負担の場合）＞ 

 減算額 

家族送迎等で事業所が送迎を実施しない場合 

※利用毎に家族送迎を行なう方のみ対象 
－１４１円／片道 

同一建物内 －２８２円／日 

注 1）令和６年 6 月より、1 回ごとの利用料金に９．２％の介護職員等処遇改善加算Ⅰ

が加わります。 

 

☆その他の料金（自己負担額） 

食費（昼食費） ６００円 

キャンセル料 ６００円 

 

☆利用者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額をいっ

たんお支払いいただきます。要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介

護保険から払い戻されます（償還払い）。また、居宅サービス計画が作成されていな

い場合も償還払いとなります。償還払いとなる場合、利用者が保険給付の申請を行

うために必要となる事項を記載した「サービス提供証明書」を交付します。 

☆利用者に提供する食事の材料に係る費用は別途いただきます。（下記（２）①参照） 

☆介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、利用者の負

担額を変更します。 

（２）当事業所が提供する基準外介護サービス（契約書第 5 条、第 6 条参照）＊ 

   以下のサービスは、利用料金の全額が利用者の負担となります。 
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<サービスの概要と利用料金>  

   ①食費（食材料費を含む） 

 料金：1 回あたり６００円  

 ②レクリエーション  

利用者の希望によりレクリエーションに参加していただくことができますが、

「レクリエーション」にかかる材料費などの実費を請求する場合があります（そ

の都度、事前に内容の説明をいたします）。 

  ③日常生活上必要となる諸費用実費 

日常生活品の購入代金等利用者の日常生活に要する費用で利用者に負担いただく

ことが適当であるものにかかる費用を負担いただきます。 

〈おむつ代〉 

④その他 

☆経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更するこ

とがあります。その場合事前に変更の内容と変更する事由について、変更を行う 2

か月前までにご説明します。 

 

（３）利用料金のお支払い方法（契約書第 6 条参照） 

前記（１）、（２）の料金・費用は、1 ヶ月毎に計算し、翌月 20 日頃までに

ご請求します。請求額は利用月の翌々月の 1 日（金融機関休業日の場合は、そ

の翌営業日）に指定の金融機関口座から自動引き落としとさせていただきます。

お支払いの期限は、ご請求月から 3 ヶ月以内と致します。 

 

（４）利用の中止、変更、追加（契約書第８条参照） 

○利用予定日の前に、利用者の都合により、通所介護サービスの利用を中止又は

変更、もしくは新たなサービスの利用を追加することができます。この場合に

はサービスの実施日の前日までに事業者に申し出てください。 

○利用予定日の前日までに申し出がなく、当日になって利用の中止の申し出をさ

れた場合、取消料として下記の料金をお支払いいただきます。 

品   名 サイズ 単価（私用費税込） 

尿とりパッド（かんたん装着パット）  ４０円 

尿とりパット（外モレ安心）       ５０円 

はくパンツ（リハビリパンツ） Ｍ     １２０円 

はくパンツ（リハビリパンツ）  Ｌ     １３０円 

はくパンツ（リハビリパンツ）  ＬＬ     １５０円 

カバータイプ（オムツ）  Ｍ １３０円 

カバータイプ（オムツ）  Ｌ １５０円 
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利用予定日の１営業日前の 17 時までに申し出があった場合 無料 

利用予定日の１営業日前の 17 時までに申し出がなかった場合 ６００円 

○サービス利用の変更・追加の申し出に対して、事業所の稼働状況により利用者の

希望する期間にサービスの提供ができない場合、他の利用可能日時を利用者に提示

して協議します。 

 

６．利用者等の義務 

（１）身元引受人 

   身元引受人は事業所との合意により以下の義務を負うものとします。 

   ○利用者の生活維持又は介護等に関する意見申述を行い、必要に応じて事業所と

協議することとします。 

○身元引受人は、連帯保証人を兼ねることができます。 

 

（２）連帯保証人 

   ○連帯保証人は、利用者と連帯して、本契約から生じる利用者の債務を負担する

ものとします。 

   ○前項の連帯保証の負担は、極度額 210,000 円 を限度とします。 

   ○連帯保証人が負担する債務の元本は、利用者の退所又は連帯保証人が死亡した

ときに確定するものとします。 

   ○連帯保証人の請求があったときは、事業所は連帯保証人に対し、遅滞なく、利

用料等の支払い状況や滞納金の額、損額賠償の額等、利用者の全ての債務の額

に関する情報を提供するものとします。 

 

７．サービス提供における事業所の義務（契約書第１０条、第 1１条参照） 

当事業所では、利用者に対してサービスを提供するにあたって、次のことを守ります。 

①利用者の生命、身体、財産の安全･確保に配慮します。 

②利用者の体調、健康状態からみて必要な場合には、医師又は看護職員と連 

 携のうえ、利用者から聴取、確認します。 

③利用者に提供したサービスについて記録を作成し、５年間保管するととも 

 に、利用者､身元引受人及び連帯保証人等の請求に応じて開示し、複写物を交

付します。なお、開示に際しては、所定の手続きが必要となります。 

④利用者へのサービス提供時において、利用者に病状の急変が生じた場合そ 

 の他必要な場合には、速やかに主治医への連絡を行う等必要な処置を講じ 

 ます。 

⑤事業所及びサービス従事者又は従業員は、サービスを提供するにあたって 

 知り得た利用者又は身元引受人及び連帯保証人等に関する事項を正当な理由

なく、第三者に漏 洩しません。（守秘義務） 
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 ただし、利用者に緊急な医療上の必要性がある場合には、医療機関等に利 

 用者の心身等の情報を提供します。 

  また、利用者との契約の終了に伴う援助を行う際には、あらかじめ文書に 

 て、利用者の同意を得ます。 

 事業所は、利用者に関する個人情報の適正な保護のため、個人情報に関する

法令及び厚生労働省のガイドラインを遵守し、個人情報の保護を図るものと

します。 

 

8．虐待の防止のための措置 

事業所は、虐待防止を図るため、以下の措置を講じます。 

○虐待防止に関する責任者 

［職名］管理者  佐久間 文彦 

（1）虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その

結果について、担当職員に周知徹底を図ります。 

（２）虐待防止のための指針を整備します。 

（３）担当職員に対し、虐待防止のための研修を定期的（年２回以上）に実施します。 

（４）前第1号から第3号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を設置します。 

 

9．感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

事業所は感染症の予防及びまん延防止のため、次の措置を実施します。 

（１）感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を年４回以上開催

するとともに、その結果について、担当職員に周知徹底を図ります。 

（２）感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備します。 

（３）担当職員に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を年２回

以上実施します。 

 

10．緊急時等における対応方法（契約書第１０条参照） 

 サービスの提供を行なっているときに、利用者の病状に急変が起きた場合、その

他必要な場合は速やかに主治医または協力医療機関への連絡、身元引受人及び連

帯保証人等への連絡を行なうなどの必要な措置を講じます。 

   身元引受人及び連帯保証人等の同意が必要な検査を行なう場合、救急外来搬送の

際や入院時など、担当医師からの病状説明がある場合は、家族に連絡し、病院に

行っていただくことになりますので、ご了承ください。 
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11．事故発生の防止と対応について 

（１）利用者に対する指定通所介護の提供により事故が発生した場合には、速やかに

市町村、身元引受人及び連帯保証人等に連絡を行うと共に、必要な措置を講

じます。（契約書第１０条参照） 

（２）利用者に対する指定通所介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、

損害賠償を速やかに行います。但し、事業所の責に帰すべからず時由による場

合は、この限りではありません。（契約書第 1４条、1５条参照） 

 

12．非常災害対策 

事業所は非常災害に備えて必要な設備を設けるとともに、施設のおかれた状況により、

火災・風水害・地震その他の災害時の態様に応じ、非常災害に関する具体的計画を立て、

非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知

するとともに、定期的に避難又は救出の訓練その他必要な訓練を行います。 

２ 事業所は、非常災害に備え、年２回以上は避難救出訓練を行い、２か月に１回は防

災設備訓練を行います。  

３ 事業所は、訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めます。 

 

13．地域との連携 

事業所は、事業の運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及

び協力を行う等の地域との交流に努めます。 

事業所は、事業の運営に当たっては、提供した指定通所介護に関する利用者からの

苦情に関して、市町村等が派遣する者が相談及び援助を行う事業、その他の市町村が

実施する事業に協力するよう努めます。 

事業所は、所在する同一の建物に居住する利用者に対して指定通所介護を提供する

場合には、当該建物に居住する利用者以外の者に対しても指定通所介護の提供を行う

よう努めます。 

14．勤務体制の確保等 

事業所は、利用者に対して適切なサービスを提供できるよう、従業者の体制を定めま

す。 

2 利用者に対するサービスの提供は、事業所の従業者によって行います。ただし、利

用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務については、この限りではありません。 

3 事業所は、従業者の資質向上のための研修の機会設けます。 

4 事業所は、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動で

あって、業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、担当職員の就業環境が害され
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ることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じます。 

 

15．サービスの利用に関する留意事項 

施設・設備の使用上の注意（契約書第 1２条参照） 

○施設、設備、敷地をその本来の用途に従って利用して下さい。 

○故意に、又はわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設、設備を壊した

り、汚したりした場合には、利用者に自己負担により原状に復していただくか、又は相

当の代価をお支払いいただく場合があります。 

○当事業所の職員や他の利用者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、営利

活動を行うことはできません。 

 

16．損害賠償について（契約書第 1４条、第 1５条、第２５条参照） 

当事業所において、事業所の責任により利用者に生じた損害については、事業所は速

やかにその損害を賠償いたします。守秘義務に違反した場合も同様とします 

ただし、その損害の発生について、利用者に故意又は過失が認められる場合には、利

用者の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められる時に限り、事業所の損害賠償責

任を減じる場合があります。 

 

損害賠償保険 「介護保険・社会福祉事業者総合保険」（あいおい損害保険株式会社） 

 

17．サービス利用をやめる場合（契約の終了について） 

契約の有効期間は、契約締結の日から利用者の要介護認定の有効期間満了日までで

すが、契約期間満了の２日前までに利用者から契約終了の申し入れがない場合には、

契約は更に同じ条件で更新され、以後も同様となります。 

契約期間中は、以下のような事由がない限り、継続してサービスを利用することが

できますが、仮にこのような事項に該当するに至った場合には、当事業所との契約は

終了します。（契約書第 1７条参照） 

①利用者が死亡した場合 

②要介護認定により利用者の心身の状況が自立と判定された場合 

③事業所が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により事業所を

閉鎖した場合 

④施設の滅失や重大な毀損により、利用者に対するサービスの提供が不可能に

なった場合 

⑤当事業所が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

⑥利用者から解約又は契約解除の申し出があった場合（詳細は以下をご参照下

さい。） 
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⑦事業所から契約解除を申し出た場合（詳細は以下をご参照下さい。） 

 

（１）利用者からの解約・契約解除の申し出（契約書第 1８条、第 1９条参照） 

 契約の有効期間であっても、利用者から利用契約を解約することができます。そ 

の場合には、契約終了を希望する日の７日前までに解約届出書をご提出ください。 

ただし、以下の場合には、即時に契約を解約・解除することができます。 

①介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

②利用者が入院された場合 

③利用者の「居宅サービス計画（ケアプラン）」が変更された場合 

④事業所もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める通所介護

サービスを実施しない場合 

⑤事業所もしくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合 

⑥事業所もしくはサービス従事者が故意又は過失により利用者の身体・財

物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい

重大な事情が認められる場合 

⑦他の利用者が利用者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つけ

る恐れがある場合において、事業所が適切な対応をとらない場合 

（２）事業所からの契約解除の申し出（契約書第２０条参照） 

以下の事項に該当する場合には、本契約を解除させていただくことがあります。 

①利用者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、

故意にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しが

たい重大な事情を生じさせた場合 

②利用者による、サービス利用料金の支払いが３か月以上遅延し、相当期間

を定めた催告にもかかわらずこれが支払われない場合 

③利用者、身元引受人及び連帯保証人等が、故意又は重大な過失により事業所又は

サービス従事者もしくは他の利用者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又

はサービス従事者及び他の利用者等に対する暴力、暴言、セクシャルハラスメン

ト等の著しい不信行為を行うことなどによって、本契約を継続しがたい重大な事

情を生じさせた場合 

④利用者が施設内外を問わず、サービス利用中に喫煙した場合 

⑤最終利用日より、１年間利用のない場合 

（３）契約の終了に伴う援助（契約書第 1７条参照） 

   契約が終了する場合には、事業所は利用者の心身の状況、置かれている環境等 

を勘案し、必要な援助を行うよう努めます。 
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18．苦情の受付 

（１）当事業所における苦情の受付 

当事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

 ○苦情受付窓口（担当者） 

    ［職名］   生活相談員  石井 麻里奈 

    ○受付時間   毎週月曜日～土曜日 

            ８：３０～１７：００ 

☆個人情報の取り扱いに関する苦情についても、同様の窓口（個人情報相談窓口）   

で受け付けます。 

     ○苦情解決責任者   

    [職名]   管理者  佐久間 文彦 

     ○第三者委員   ＜第三者委員一覧＞ 

 また、苦情受付ボックスを総合南東北福祉センター内に設置しています。 

 

（２）行政機関その他苦情受付機関 

郡山市介護保険課 

所 在 地  郡山市朝日１丁目２３番７号 

電話番号 ０２４－９２４－３０２１ 

F A X ０２４－９３４－８９７１ 

三春町保険センター 

所 在 地  三春町南町２６－１ 

電話番号 ０２４７－６２－３１６６ 

F A X ０２４７－６２－５１１０ 

本宮市役所 高齢福祉課 

（えぽか） 

所 在 地  本宮市本宮千代田６０番地 1 

電話番号 ０２４３－６３－２７８０ 

F A X ０２４３－３３－６６２０ 

国民健康保険団体連合会 

苦情相談窓口 

所 在 地  福島市中町３番７号 

電話番号 ０２４－５２８－００４０ 

F A X ０２４－５２８－０９８９ 

福島県運営適正化委員会 

所 在 地  福島市渡利字七社宮１１１番地 

電話番号 ０２４－９２３－２９４３ 

F A X ０２４－９２３－２９４３ 

19．合意裁判管轄について 

サービスの利用により生ずる権利義務に関する訴訟については、社会福祉法人南東

北福祉事業団の住所を管轄する福島地方裁判所郡山支部とさせていただきます。 

 

名前 住所 電話番号 

渡部 弘一 郡山市厚安積町荒井字萬海２４－４ ０２４－９５４－５５１３ 

山田 京子 郡山市大槻町字原ノ町５－８ ０２４－９６１－５４２２ 

石田 宏寿 郡山市開成 3 丁目１３－１４ ０２４－９３２－３０３1 
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＜重要事項説明書付属文書＞ 

１．事業所の概要 

（1）建物の構造    鉄骨鉄筋コンクリート造 地上１階 

（2）建物の延べ床面積   ２０４．１㎡ 

（3）併設事業 

  当施設では、次の事業を併設して実施しています。 

［介護老人福祉施設］ 

南東北ロイヤルライフ館 平成１２年４月１日指定 福島県 定員５０名 

 

［短期入所生活介護］ 

南東北ロイヤルライフ館 平成１２年４月１日指定 福島県 定員２２名 

 

［ケアハウス］ 

南東北ライフケア館   平成１１年４月１日開設 福島県 定員５０名 

 

［障がい者支援施設］ 

南東北さくら館 平成２７年４月１日指定 郡山市 施設入所支援 定員５０名 

                    郡山市 生活介護   定員５３名 

 

［短期入所］ 

南東北さくら館 平成 2２年 4 月 1 日指定 福島県 定員１０名 

 

［生活介護］ 

通所事業所南東北さくら館 平成２４年１０月１日指定 郡山市 定員２０名 

 

［訪問介護］ 

南東北日和田ホームヘルパーステーション  平成１８年４月１日指定 福島県 

 

［居宅介護支援］ 

南東北日和田居宅介護支援事業所  平成１２年４月１日指定 郡山市 

南東北日和田居宅介護支援センター 平成２０年１月 1 日指定 郡山市 

 

［指定介護予防支援事業所］ 

日和田・西田地域包括支援センター 平成２４年４月１日指定 郡山市 

 


